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詳しくは中面をご覧ください▶

決算期ごとの借換で最長5年間の安定した資金運用が可能です。
毎月の返済負担が無く、資金繰りに余裕が持てます！

顧問税理士・金融機関・信用保証協会が連携して経営をバックアップします。

年0.45%～年2.35%
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税理士と連携して、資金繰りの安定をサポートする、

税理士連携保証「TAG」
参考提案例

● 最長５年間、決算期ごとに借換（継続）が可能です！
● 毎月の返済負担が無く、資金繰りの安定化が図られます！

税理士連携保証「TAG」とは…

※既存融資（信用保証協会付き融資に限る）の借換については信用保証協会が認めた場合のみ可能です。
※借換可否についての詳細は当協会までお問い合わせください。 ※法人で一定の要件を満たし、保証人による保証を提供しないことを選択した場合は、0.25％または0.45％を上乗せした料率が適用されます。

複数の融資を受けていて返済負担が大きい企業 

福岡県信用保証協会・佐賀県信用保証協会・長崎県信用保証協会、取扱金融機関ならびに九州北部 
税理士会が連携して、中小企業者に疑似資本的な資金を供給するとともに、経営状況の把握に努め
継続的な経営支援に取り組むことを目的とした保証制度です。

多くの中小企業では、資金使途に関係なく証書貸付で資金
調達しているため右図のような貸借対照表になっています。
これでは、新たな借入を行うたびに毎月の約定弁済が膨らみ
資金繰りが不安定になります。

そこで、必要となる経常運転
資金を把握し、それに対応
している借入金を一本化して
税理士連携保証「TAG」での
借換を実施することで下図の
ような理想的な貸借対照表
になります。
毎月の返済負担が大きい企業
であれば資金繰り改善効果
が大きく、資金繰りの悩み
から解放されます！

新たな販路開拓等による売上増加は企業の成長に
必要不可欠である一方、運転資金も増加するため
注意が必要です。
右図のケースのように、月商2百万円の増加でも
6百万円もの増加運転資金が必要となります。

増加運転資金を税理
士連携保証｢TAG｣で
対応することで、約定
弁済の増加を抑え、資
金繰りの安定化につな
げることができます！

ケース別

ケース❶

特 徴

経常運転資金に対応する部分を税理士連携保証｢TAG｣で一本化

新規取引で売上増加・運転資金の増加が見込める先
ケース❷

増加運転資金を税理士連携保証｢TAG｣で対応

現在の貸借対照表

すべて
証書貸付で
対応
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理想的な貸借対照表

証書貸付で
対応
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税理士連携保証
「TAG」で
一本化し対応

増加運転資金は、36,000-30,000=6,000

税理士連携保証｢TAG｣での対応を提案
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単位：千円
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メリット❶　金融機関や信用保証協会との関係性や信頼性が向上！

メリット❷　信用保証料率の割引が最大で0.3%！

初回取組時及び更新時に「決算概要報告書」を作成する
ため、経営状態を見直し、経営状況の把握ができることで、
金融機関や信用保証協会とも経営状況や経営課題が
共有できるため、関係性や信頼性が向上します！

税理士連携保証「TAG」には以下のメリットがあります

●税理士等が認定支援機関の場合　　0.1％割引
●「会計参与設置会社」もしくは「中小企業の会計に関する割引対象」となる場合　　0.1％割引
●不動産等担保の提供がある場合　　0.1％割引

通常
保証料率
から

3つ全ての割引を適用すると…


